
【職業実践専⾨課程認定後の公表様式】

昼夜

年

有

⻑期休み

■学年始め：4⽉1⽇
■夏  季：7⽉27⽇〜8⽉31⽇
■冬  季：12⽉25⽇〜1⽉7⽇
■学 年 末：3⽉19⽇〜4⽉14⽇

卒業・進級
条件

授業科⽬の成績評価に基づき、各学年における所定の教育課
程修了の認定し、進級を認め、本校所定の課程
を終了したと認めた者には、卒業証書を授与する。

学修⽀援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類
■個別相談・指導等の対応 にいがた総おどりや明和義⼈祭などへの踊りへの参加、地元プロ

サッカーチームの応援、その他⽇本海⼣⽇コンサートへのボラン
ティア活動等による地域貢献

保護者連絡・家庭訪問等

■サークル活動： 有

学期制度
■前期： 4⽉1⽇〜9⽉30⽇
■後期： 10⽉1⽇〜3⽉31⽇ 成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・⽅法
科⽬終了時の成績評価テスト、出席率、ホームワーク状況に
より、おおむね以下の基準に従って評価する。
１００点満点換算で次の基準をめやすとする。
Ａ（１００〜８０） Ｂ（７９〜７０）
Ｃ（６９〜６０） Ｄ（５９〜０）

20⼈ 20⼈ 0⼈ 1⼈ 1⼈ 2⼈

0時間 0時間
単位時間

⽣徒総定員 ⽣徒実員 留学⽣数（⽣徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間 2280時間 1960時間 80時間 240時間

認定年⽉⽇ 平成27年 2⽉ 17⽇

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数⼜は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

商業実務 商業実務専⾨課程
税理⼠学科
（2年制）

平成15年⽂部科学省
告⽰第⼗四号

―

学科の⽬的

 事務系の実務の現場では、資格試験や学習上の知識だけでは通⽤しないのが現状である。よって企業側では⼀般求⼈を出す場合には、資
格の他、実務の経験の有無を採⽤の際の重要な基準の⼀つとしている。また新卒を採⽤する場合においても新⼊社員に対して⼗分な社員教
育研修を⾏うだけの余⼒がないという企業も存在する。ゆえに実務においては資格等を活かす実践⼒が何よりも重要である。
 本学科はそのような現状をふまえ、事務系の実務に必要な⼀定の資格や知識と、職業実践⼒向上に資する演習や実習をバランスよく配置
した教育課程を編成する。ただし、これまで実践というと、企業に出向き簡単な体験をさせて頂く、いわゆる企業実習型が主流であった
が、事務系の実習は、企業の守秘義務の関係で具体的な数値を⾒せて頂く事ができず、満⾜のいく実習には⾄らない場合がほとんどであっ
た。また事務という仕事の特性から、同時に複数⼈の実習を受け⼊れる事が可能な企業が少ないという問題点があった（販売等の実習であ
れば同時に複数の受け⼊れが可能な企業は少なくない）。この点を改善するため本学科では、企業実習型から集合教育型へシフトし、本校
内にて、実際の申請書類の様式等を⽤いた演習を⾏うなどして、「事務実践⼒」を養成していくものとする。これらの実現のため、税理⼠
及び「会社設⽴登記｣｢官庁届出書類作成｣｢経理記帳・給与計算・社会保険業務｣等の実務作業のアウトソーシングを請け負う株式会社等と連
携し、職業に必要な実践的かつ専⾨的な能⼒を育成すると共に、かつ就職に必要となる就業能⼒の向上も⽀援していく。

025-210-8565
分野 認定課程名 認定学科名 専⾨⼠ ⾼度専⾨⼠

設置者名 設⽴認可年⽉⽇ 代表者名 所在地
学校法⼈

国際総合学園
昭和32年10⽉10⽇

理事⻑
池⽥ 祥護 （電話）

〒951-8063 新潟県新潟市中央区古町通二番町541番地

新潟会計ビジネス
専⾨学校

平成8年12⽉24⽇
学校⻑

川﨑 千春
〒950-0088 新潟県新潟市中央区万代１丁⽬2番2２号

（電話） 025-244-8010

（別紙様式４）

令和3年7⽉30⽇※１

（前回公表年⽉⽇：令和2年7⽉31⽇）

職業実践専⾨課程の基本情報について

学校名 設置認可年⽉⽇ 校⻑名 所在地



資格・検定名 種 受験者数 合格者数
税理⼠ 簿記論 ① 3 2

税理⼠ 財務諸表 ① 2 2
⼈ ⽇商簿記１級 ③ 8 3
⼈ 全経簿記上級 ③ 8 3
⼈
％

％

（令和2

0 名 0 ％

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
https://www.nabi.ac.jp/course/tax_accountant/

（留意事項）
１．公表年⽉⽇（※１）
最新の公表年⽉⽇です。なお、認定課程においては、認定後１か⽉以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７⽉末を基準⽇として最新
の情報を反映した内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた⽇以降の⽇付を記⼊し、前回公表年⽉⽇は空欄としてください
２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「⽂部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５⽂科⽣第
５９６号）」に留意し、それぞれ、「⼤学・短期⼤学・⾼等専⾨学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」⼜は「学校基本調査」における定義
に従います。
（１）「⼤学・短期⼤学・⾼等専⾨学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を⾏い、⼤学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「⾃営業」
「家事⼿伝い」「留年」「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇⽤契約期間が１年以上の⾮正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採⽤通知などが
出された者）をいいます。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための⺟集団となる学⽣等は、卒業年次に在籍している学⽣等とします。ただし、卒業の⾒込みのな
い者、休学中の者、留学⽣、聴講⽣、科⽬等履修⽣、研究⽣及び夜間部、医学科、⻭学科、獣医学科、⼤学院、専攻科、別科の学⽣は除きます。
３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得⽬標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定
のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの、③その他（⺠間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。⾃由記述欄に
は、各認定学科における代表的な学修成果（例えば、認定学科の学⽣・卒業⽣のコンテスト⼊賞状況等）について記載します。

■中退防⽌・中退者⽀援のための取組

 担任と教務部⻑による個別⾯談、保護者を含めた三者⾯談、意識啓発講演の実施、職業⼈講話の実施

経済的⽀援
制度

■学校独⾃の奨学⾦・授業料等減免制度：     有
 ＮＳＧカレッジリーグ無利⼦奨学制度 災害奨学融資制度 ⺟⼦家庭・⽗⼦家庭奨学⾦制度
 経済的⽀援授業料減免制度 学費⽀援（免除）特待⽣制度 進級時特待⽣制度

■専⾨実践教育訓練給付：     給付対象

第三者による
学校評価

■⺠間の評価機関等から第三者評価：     無

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率
令和2年4⽉1⽇時点において、在学者19名（令和2年4⽉1⽇⼊学者を含む）
令和3年3⽉31⽇時点において、在学者19名（令和3年3⽉31⽇卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

該当者なし

就職等の
状況※２

■就職指導内容

■卒業者数 8
■就職希望者数 6

■主な就職先、業界等（令和元年度卒業⽣）

主な学修成果
（資格・検定

等）
※３

令和3年5⽉1⽇ 時点の情報）

■国家資格・検定/その他・⺠間検定等
会計事務所 （令和2年度卒業者に関する令和3年5⽉1⽇時点の情報）

： 62.5 ※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①〜③のいずれか
に該当するか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの
③その他（⺠間検定等）

■⾃由記述欄

■その他
進学 2名 税理⼠試験受験のため

年度卒業者に関する

■就職者数 5
■就職率          83.3
■卒業者に占める就職者の割合

⾯接練習、全体就職研修、ジョブハンティング（就職実務）、職業
⼈講話など



種別

①

③

③

②

②

②

（年間の開催数及び開催時期）

（開催⽇時（実績））
第１回 令和2年4⽉24⽇ 14：30〜14：40
第２回 令和2年12⽉4⽇ 18：30〜18：40

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意⾒の活⽤状況
税理⼠試験5科⽬合格に向けてのカリキュラムの集中と選択
→上記の指摘を受け、受験資格を取得したのち⼜は⾃⼰採点結果が良い場合は受験資格の合否を待たずして簿記論と財務諸
表論の授業を進めている。また、税理⼠試験受験後についても12⽉の税理⼠試験の合否が判明するまでの間については合格
したものとして、税法科⽬の基礎マスターコースの講義を習得するようにカリキュラム変更。

会計事務所の仕事理解について
→実務経験をされている⽅の講演会の実施や、インターンシップの実施をおこない仕事理解をすることで、学習の動機づけ
を図り検定取得率の向上を⽬指す。

 ※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①〜③のいずれに該当するか記載すること。
   ①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知⾒を有する業界団体、職能団体、
    地⽅公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
   ②学会や学術機関等の有識者
   ③実務に関する知識、技術、技能について知⾒を有する企業や関係施設の役職員
（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回 （4⽉、12⽉）

⽯丸 満帆 税理⼠法⼈近藤まこと事務所 執⾏役員
令和3年4⽉1⽇〜令和5年3⽉
31⽇（2年）

⻑北 政和 新潟会計ビジネス専⾨学校 副校⻑
令和3年4⽉1⽇〜令和5年3⽉
31⽇（2年）

藤井 貴志 同上 教務部⻑
令和3年4⽉1⽇〜令和5年3⽉
31⽇（2年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科⽬の開設その他の教育
課程の編成を⾏っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科⽬の開設や授業内容・⽅法の改善・⼯夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本⽅針

①趣旨
 経理実務の現場では、資格試験や簿記の知識だけでは通⽤しないのが現状である。よってこの職種においては資格等を活かす実践⼒が何
よりも重要である。このため本学科では企業等と連携し経理実務に必要な実践的かつ専⾨的な能⼒を育成し、かつ就職に必要となる就職能
⼒の向上も⽀援していく。

②授業科⽬の開設
 ①をふまえ、経理に必要な⼀定の資格や知識（会計分野、税務分野、CP分野、労務分野）と、経理・事務分野の就職実践⼒向上に資す
る演習や実習をバランスよく配置した教育過程を編成する。

③授業内容・⽅法の改善・⼯夫
 これまで実践というと、企業に出向き簡単な体験をさせて頂く、いわゆる企業実習型が主流であったが、経理実務の実習は、企業の守秘
義務の関係で具体的な数値を⾒せて頂く事ができず満⾜のいく実習には⾄らない場合がほとんどであった。また経理という仕事の特性か
ら、同時に複数⼈の実習を受け⼊れる事が可能な企業が少ないという問題点があった（販売等の実習であれば同時に複数の受け⼊れが可能
な企業は少なくない）。
 この点を改善すべく本学科では、企業実習型から集合教育型へシフトし、本校内にて、実際の申請書類の様式等を⽤いた演習や、多くの
企業で採⽤されている会計ソフトを⽤いた実習を⾏うなど、より実践的なものを取り⼊れていく。

④企業等との連携
 上記の実現のため、税理⼠及び「会社設⽴登記」「官庁届出書類作成」「経理記帳・給与計算・社会保険業務」等の実務作業のアウト
ソーシングを請け負う株式会社等と連携し「実務実践⼒」を養成していく。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

企業等と密接かつ組織的な連携体制を確保するため、教育課程編成員会を設置し、企業等の要請を斟酌しながら、実践的かつ専⾨的なカリ
キュラムの改善等の教育課程の編成を定期的に学校⻑が決定する。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

平 博之 同上 教務部
令和3年4⽉1⽇〜令和5年3⽉
31⽇（2年）

⿅住 拓郎 パートナーズプロジェクト税理⼠法⼈ 税理⼠
令和3年4⽉1⽇〜令和5年3⽉
31⽇（2年）

令和2年7⽉31⽇現在
名 前 所   属 任期

中野 貴元 公益社団法⼈全国経理教育協会 検定管理課課⻑
令和3年4⽉1⽇〜令和5年3⽉
31⽇（2年）



②指導⼒の修得・向上のための研修等

研修名「 税理⼠試験 相続税法（基礎ﾏｽﾀｰ、上級、直前）Ｗｅｂ講座  」（連携企業等：ＴＡＣ株式会社 ）
期間：令和3年9⽉21⽇（⽉）〜令和4年7⽉29⽇（⾦）      対象： 税理⼠試験受験予定者 教育者 経理担当者

内容：税理⼠試験の授業技術向上のため、最新の教授法を税理⼠実務をされている先⽣から学ぶことで、現在の税理⼠業界の動向や仕事内
容についての理解を深めるための研修。

研修名「BOXIL EXPO 財務・経理・総務展」（連携企業等： Ｐｅａｔｉｘ ）
期間：令和3年2⽉24⽇（⽔）〜26⽇（⾦）      対象：経理担当者 経営者 教育者他

内容：AI化が進むビジネスシーンにおいて、財務・経理・総務の現状と将来の進む業務の効率化と有⽤性について学ぶ。

研修名「 2021年度税制改正のポイントについて 」
（連携企業等： 公益社団法⼈⽇本ニュービジネス協議会連合【JNB】事務局  ）
期間：令和3年3⽉18⽇（⽊）12：00〜12：45      対象：経理・財務担当者、会計税務教員、経営者など

内容：新型コロナウィルスの感染拡⼤による負担の軽減や、渡したいの⽇々の暮らし、また、カーボンニュートラルやデジタル技術の促進
等、様々な分野において改正が進められる税制改正についての研修。ポストコロナの時代に向けて、どのように経済や社会が変⾰していく
のかを中⼩企業庁財務課⻑の⽇原正視⽒が説明。

②指導⼒の修得・向上のための研修等

研修名「 Climbers2021（クライマーズ）」（連携企業等：Sansan株式会社  株式会社幻冬舎  株式会社テレビ東京 ）
期間：令和3年5⽉24⽇（⽉）〜令和3年5⽉31⽇（⽉）      対象： ビジネスマン⼀般、教育者、起業家等

内容：その道で⼀流の⽅から、あらゆるビジネスシーンをのり越え、夢を実現するためには何が必要なのかを学びます。⼀般企業⼈による
「乗り越える」⽴ち向かい突破したサクセスストーリー、経営課題・地⽅創⽣・脱アナログ・ジェンダー・芸術など ⽇本の課題を「乗り
越える」、アスリート・経営者・クリエイターなど トップランナーが語る「乗り越える」 以上3つの⼤きなテーマについて他者の経験
を通じて動機づけ技術を⾝に付けます。

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等

研修名「BOXIL EXPO 財務・経理・総務展  」（連携企業等： Ｐｅａｔｉｘ      ）
期間：令和4年2⽉22⽇（⽕）〜25⽇（⽊）      対象：経理担当者 経営者 教育者他

内容：AI化が進むビジネスシーンにおける2021年を振り返り、財務・経理・総務の現状とさらなる進化と発展について学ぶ。

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に⾏っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本⽅針

 本学科の実習・演習等は企業実習型ではなく、企業等と連携した校内での集合教育型である。よって教員の実務に関する実践的かつ専⾨
的な知識、技術、技能と、それを授業として学⽣に伝える指導⼒等の習得・向上は⾮常に重要である。よって、下記諸規定に定められた企
業等から講師を招いての校内等での研修（同時刻における遠隔地からの⾳声動画配信やｅラーニングまたはビデオ視聴による⽅法を含む）
及び適宜⾏われる職能団体等または本法⼈が実施する指導⼒の習得・向上や、就職に必要な就業能⼒向上のための研修を受講する機会を各
職員最低年１回確保する。

（１）新⼈社員教育⇒新⼊社員を対象として、本法⼈及び、職能団体が実施する研修の受講。
（２）⼀般的な理式・情操に関するもの⇒全職員を対象として、職能団体が実施する研修の受講。
（３）専⾨分野の知識・技能に関するもの⇒全職員を対象として、⽇本商⼯会議所や全国経理教育協会が実施する研修の受講。
（４）組織等についての管理、監督に関するもの⇒全職員を対象として、本法⼈及び、職能団体が実施する研修の受講。
（５）諸法規、諸規定に関するもの⇒全職員を対象として、職能団体が実施する研修の受講。
（６）安全・衛⽣教育に関するもの⇒全職員を対象として、職能団体が実施する研修の受講。
（７）その他学⽣指導に関するもの⇒全職員を対象として、本法⼈及び、職能団体が実施する研修の受講。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

経理実務実践
経理実務に⽋かせない必要な知識として資⾦繰りの内容を学び、給
与計算で必要とされる所得税を学ぶことで、年末調整など事務作業
ができる知識を⾝に付ける。

株式会社 事業創造サポート

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ会計実習
簿記会計の基本を学習した学⽣に対して、コンピュータ会計の基本
から実務に対応できる実践⼒を⾝に付ける。

株式会社 事業創造サポート

科 ⽬ 名 科 ⽬ 概 要 連 携 企 業 等

簿記会計
会計事務所勤務、経理担当者として実践⼒を⾝に付けるため、経理
業務の流れの学びに、実際の申請書類を⽤いた実技を取り⼊れる。

株式会社 事業創造サポート

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や⽅法、実習・演習等の実施、及び⽣徒の学修成果の評価における連携内容を明記

 上記基本⽅針に基づいた、企業と連携した実習・演習等を実現するため、カリキュラムの提案助⾔、教材の提案助⾔または選定ならびに
提供、情報提供、指導⽅法の提案助⾔、成績評価への提案助⾔等を受ける。

（３）具体的な連携の例※科⽬数については代表的な５科⽬について記載。

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験⼜は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を⾏っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本⽅針

 これまで実践というと、企業に出向き簡単な体験をさせて頂く、いわゆる企業実習型が主流であったが、経理実務の実習は、企業の守秘
義務の関係で具体的な数値を⾒せて頂くことができず、満⾜のいく実習には⾄らない場合がほとんどであった。また経理という仕事の特性
から、同時に複数⼈の実習を受け⼊れる事が可能な企業が少ないという問題点があった（販売等の実習であれば同時に複数の受け⼊れが可
能な企業は少なくない）。

 この点を改善しながら企業と連携した実践的かつ専⾨的な授業を⾏うために、本学科の実習・演習は、企業実習型から集合教育型へシフ
トし、本校内にて、実際の申請書類の様式等を⽤いた演習や、多くの企業で採⽤されている会計ソフトを⽤いた実習とする。



種別
企業等委員
卒業⽣

企業等委員

企業等委員

（１１）その他 （１１）その他
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供⽅法
（ホームページ ・ 広報誌等の刊⾏物 ・ その他（           ）   ）
URL:https://www.nabi.ac.jp/

（８）学校の財務 （８）学校の財務
（９）学校評価 （９）学校評価
（１０）国際連携の状況 （１０）国際連携の状況

（５）様々な教育活動・教育環境 （５）様々な教育活動・教育環境
（６）学⽣の⽣活⽀援 （６）学⽣の⽣活⽀援
（７）学⽣納付⾦・修学⽀援 （７）学⽣納付⾦・修学⽀援

（２）各学科等の教育 （２）各学科等の教育
（３）教職員 （３）教職員
（４）キャリア教育・実践的職業教育 （４）キャリア教育・実践的職業教育

「専⾨学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」に基づき、教育活動の活性化、学校運営の円滑化、進路選択にあたっての
有⽤な情報の提供、就職指導における企業等との連携の充実、教育内容の改善、学校運営に対する⽀援の確保、社会に対する理解の増進、
等をねらいとして学校関係者に対し、それぞれに必要な教育活動その他の学校運営の状況に関する情報を必要な様式で提供する。

（２）「専⾨学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項⽬との対応
ガイドラインの項⽬ 学校が設定する項⽬

（１）学校の概要、⽬標及び計画 （１）学校の概要、⽬標及び計画

 ※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
 （例）企業等委員、PTA、卒業⽣等
（５）学校関係者評価結果の公表⽅法・公表時期
（ホームページ ・ 広報誌等の刊⾏物 ・ その他（           ）   ）

URL:https://www.nabi.ac.jp/wp-content/themes/nabi-2018/pdf/2020/r1_hyouka.pdf

５．「企業等との連携及び協⼒の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関する情報を提供
していること。」関係
（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本⽅針

ホームページにて公表 公開時期 令和2年6⽉4⽇

⽯⽥ 直樹 ⽯⽥経理事務所 所⻑ 公認会計⼠・税理⼠ 令和2年12⽉1⽇〜令和5年
11⽉30⽇（3年）

武⽥ 修美 株式会社MGNET 代表取締役 令和2年12⽉1⽇〜令和5年
11⽉30⽇（3年）

本間 秀修 TSC本間秀修事務所 所⻑ 社会保険労務⼠ 令和2年12⽉1⽇〜令和5年
11⽉30⽇（3年）

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活⽤状況

社会へ巣⽴つ若者の教育はとても重要 そのための教員資質の向上を計画的に図ること
→使命感や責任感、教育的愛情、それぞれの専⾨的な知識の向上を図るため各⾃、⽬標管理シートをもとになお⼀層の研鑽を励むことを
⾏っていきたい。特にコミュニケーション能⼒を含む⼈間⼒を⾼めるためにも、他業界の⼈たちに積極的にプライベートを含め交流するこ
とを課題としたい。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
   令和3年7⽉31⽇現在

名 前 所   属 任期

（９）法令等の遵守 （９）法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流

（６）教育環境 （６）教育環境
（７）学⽣の受⼊れ募集 （７）学⽣の受⼊れ募集
（８）財務 （８）財務

（３）教育活動 （３）教育活動
（４）学修成果 （４）学修成果
（５）学⽣⽀援 （５）学⽣⽀援

ガイドラインの評価項⽬ 学校が設定する評価項⽬
（１）教育理念・⽬標 （１）教育理念・⽬標
（２）学校運営 （２）学校運営

４．「学校教育法施⾏規則第１８９条において準⽤する同規則第６７条に定める評価を⾏い、その結果を公表していること。また、評価を
⾏うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員⼜は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本⽅針

「専修学校における学校評価ガイドライン」に基づき、学校関係者評価委員会を設置して評価を実施し、その評価結果を公表するととも
に、教育活動その他の学校運営の改善に活かしていく。なお学校関係者評価委員には、経理実務に必要な実践的かつ専⾨的な能⼒を育成す
るという本学科の⽬的をふまえ、「会社経営者である卒業⽣」「公認会計⼠・税理⼠」「社会保険労務⼠」といった実務のスペシャリスト
を配置する。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項⽬との対応
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1 〇 簿記会計

個⼈企業、共同企業における簿記原理の基本会計処
理を理解し検定合格を⽬指すとともに検定簿記と実
務簿記の違いなどを学び、実務に必要な計数感覚を
習得する。会計事務所勤務、経理担当者として実践
⼒を⾝につけるため、経理業務の流れの学びに、実
際の申請書類を⽤いた演習を取り⼊れる。

１
通

800 〇 △ 〇 〇 〇

2 〇 電卓検定対策
電卓の特徴を熟知し、使い⽅を練習することで⽇常
の計算において有効に使える技術を⾝につける。

１
後

32 〇 〇 〇

3 〇
ｺﾆｭﾆｹｰｼｮﾝ技

法
より良い⼈間関係構築のため、正しい⾔葉の表現を
学び、相⼿の⽴場に⽴った話し⽅を⾝につける。

１
前

16 〇 〇 〇

4 〇 実践⾏動学
より豊かで実りの多い⼈⽣を歩むためにどのように
考え⾏動したらよいか、個⼈作業、ゲーム、ディス
カッションを通じて理解を深める。

１
通
・
２

24 〇 〇 〇

5 〇 ｼﾞｮﾌﾞﾊﾝﾃｨﾝｸﾞ
⾃分の⼈⽣・将来設計や⾃分の役割について考える
きっかけを与え、問題解決（就職活動）の取り組み
⽅、進め⽅について学習する

１
後
・
２
前

64 〇 〇 〇

6 〇 Excel実習
職場でのデータ整理に⽋かせない表計算ソフトの基
本操作を習得する。

２
前

64 〇 △ 〇 〇

7 〇
実践ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏ

ﾅｰ
ビジネスマナー検定の取得を⽬指すため、幅広い知
識を学び、社会⼈としての常識を⾝につける。

１
後

16 〇 △ 〇 〇

8 〇 社会常識教育

社会⼈として必要な基本的な常識を⾝に付けること
を⽬的に、挨拶の仕⽅、社内外⽂書の書き⽅、⽴居
振る舞い、⾔葉遣い、⽇本地図、世界地図、⼀般常
識（漢字の読み書き等）を中⼼に学ぶ。

１
後
・
２
前

64 〇 〇 〇

9 〇 経理実務実践

会計事務所で働く⼼構えについて学びます。仕事の
概要、会計事務所の年間スケジュール、法⼈、個⼈
の申告等幅広い知識を学び税理⼠、会計⼠のサポー
トができるスキルを⾝に付けます。

２
後

16 △ 〇 〇 〇 〇

授業科⽬等の概要

（商業実務専⾨課程税理⼠学科2年制）令和3年度
分類

授業科⽬名 授業科⽬概要

配
当
年
次
・
学
期

授
 
業
 
時
 
数

単
 

位
 

数

授業⽅法 場所 教員
企
業
等
と
の
連
携



10 〇
税務会計所得

税

所得の分類と、所得ごとの計算⽅法を体系的に学び
ます。納税者、納税地等、申告制度にかかわる総則
の知識を⾝に付けます。

２
後

64 △ 〇 〇 〇

11 〇
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ会計

実習

簿記会計の基本を学習した学⽣に対して、コン
ピュータ会計の基本から実務に対応できる実践⼒を
⾝に付けさせることが⽬的。

２
前

96 △ 〇 〇 〇 〇

12 〇 Word実習
職場での⽂書作成に⽋かせない⽂書ソフトの基本操
作を習得する。

１
後

64 〇 △ 〇 〇

13 〇 異⽂化研究
異なる⽂化で育った者同⼠がお互いに理解し合うた
めに⼤切な⼼構えを学びます。

１
前

48 〇 〇 〇

14 〇 基礎英語
世界にあふれる情報を活⽤し、⼈との交流を図るた
めにグローバル⾔語である英語の基礎を学びます。

１
後
・
２

32 〇 〇 〇

15 〇
税理⼠試験対

策

国家試験である税理⼠試験の合格を⽬指します。必
須科⽬である簿記論と財務諸表論、そして選択必須
の法⼈税法と選択科⽬の消費税法を中⼼に税⾦の仕
組みを体系的に学びます。

1
後
・
２
前

800 〇 △ 〇 〇

16 〇 卒業研究
学⽣⾃⾝が、⾃分で主体的にﾃｰﾏ・問題を探し、⾃
分の⼒で調査・研究し発表する。本校における学び
の総決算としての科⽬である。

２
後

16 〇 〇 〇

17 〇
中⼩企業
BANTO

中⼩企業のビジネスに関する新しい知識・スキル・
分析⼒・判断⼒を⾝に付けます。中⼩企業の健全な
成⻑に貢献できる専⾨⼈材になるべく、中⼩企業
BANTO認定試験の合格を⽬指します。

２
後

64 〇 〇 〇

18

17科⽬ 2280単位時間(      単位)

１ ⼀の授業科⽬について、講義、演習、実験、実習⼜は実技のうち⼆以上の⽅法の併⽤により⾏う場合
  については、主たる⽅法について○を付し、その他の⽅法について△を付すこと。
２ 企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科⽬について○を付すこと。

①進級年次および卒業年次の各出席率90％以上
②成績評価が全科⽬C評価以上
③進級年次および卒業年次の各年度ごとに必要な検定ポイントの取得
④進級年次および卒業年次の各年度ごとに必要なC・F・Pポイントの取得
⑤授業料、その他の納⼊⾦を完納、または所定の⼿続きを完了

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 19週

（留意事項）

卒業要件及び履修⽅法 授業期間等

合計


